




















































は、重度障害者を少なくとも 5% 雇う義務がある。2010 年段階で、雇用義務のある事業主は
約 14 万であったが、そのうち約 3万 8千が重度障害者を 1人も雇用していなかった。ただし、













































































































立ち上げから 36 ～ 42 ヶ月の状況についてまでの研究調査がなされた。連邦労働社会省の委託
により上記 FAF が最終報告書を 2002 年に提出した。ただし、この間、政治的、あるいは法的
状況の変化があり、モデルプロジェクトにおいてもコンセプト自体から修正が必要な場合も
あった31。
　この状況の変化とは、まず 1998 年 9 月の政権交代があり、その後、2000 年の改正重度障害
者法にインテグレーションプロジェクトが規定された（第 53a-53d 条）ことである。続いて、
翌年2001年、重度障害者法が社会法典第9編（SGBⅨ）第2部となったことにより、インテグレー
ションプロジェクトの規定は第 2部第 11 章に内容的には変更なく盛り込まれた。
２　社会法典第 9 編（SGB Ⅸ）の規定 
　社会法典第 9編第 11 章にインテグレーションプロジェクトの規定がある。第 132 条には定
義や対象、第 133 条には任務（Aufgaben）、第 134 条には財政給付（Finanzielle Leistungen）、
第 135 条には命令権が決められている。
（１）　定義や対象












働市場における別の就業35 が特に困難な者をいう（第 132 条 1 項）。この部分については、さ
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典第 9編の第 6章第 102 条に規定があり、インテグレーションプロジェクト以外の内容も含ま
れている。
３　実態
　 本 節 で は、 統 合 局 の 全 国 組 織 で あ る「 全 独 統 合 局・ 公 的 扶 助 事 務 所 連 盟 」
（Bundesarbeitsgemeinschaft der Integrationsämter und Hauptfürsorgestellen; 略称 BIH）の年間報告
書３冊（2009 ～ 2011）を基に、統計による実態を把握する38・39・40。
　インテグレーションプロジェクトの数は、2002 年には 314 であったが、2009 年は 592、








従業員中約 35％）である。この重度障害者のうち、特に重度な障害者が 7,551 人を占め、431






für Arbeit und Soziales）によって管理されている（社会法典第 9編（SGBⅨ）第 78 条）。実務
面では各州の統合局に再分配されてきた財源から、統合局が対応する。2011 年の統合局によ
るインテグレーションプロジェクトへの給付総額は約 5700 万ユーロ（約 71.2 億円）である43。
内訳では「過剰負担の場合の給付」（Leistungen bei außergewönlichen Belastungen）が一番多く、「特
別経費の補填」（Abdeckung eines besonderen Aufwandes） が続き、この 2 項目で総額の約 78％
を占める。「設立、拡大、近代化と設備」（Aufbau, Erweiterung, Modernisierung und Ausstattung）






































































































　次に、ノルトライン・ヴェストファーレン州は、2008 年から 2011 年までに「インテグレーショ
ンを行う！」（Integration unternehmen!）という州のプログラムの枠内で州内の地方公共団体連
合（Landschaftsverbände）61 と連携し、統合企業（Integrationsunternehmen）に社会保険対象とな

















千万ユーロ（約 12.5 億円）を拠出し、統合企業で 1,183 名分の社会保険対象の雇用を創出し
た。そのうち約 4分の１が食堂やケータリング（仕出し等配食サービス）を含む飲食産業であ
る。続いて、商用サービス、園芸・造園業の業種が多い。この試行期間（3年間）で統合企業





















































































































































23　bag-if “Leitbild der bag-if“ (http://www. bag-if.de/ bag-if/leitbild/ 2013 年 8 月 23 日検索）
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福岡県立大学人間社会学部紀要第 13 巻第 2号，p.99.）。
27　Bieker, R. (Hrsg.)（2005）Teilhabe am Arbeitsleben. Kohlhammer, S.298.
28　bag-if “Trauer um Hermann Freudenberg“ (http://www. bag-if.de/ 2010/11/trauer-um -hermann-
freudenberg  2013 年 6 月 27 日検索）
29　Bieker, R. (Hrsg.)（2005）Teilhabe am Arbeitsleben. Kohlhammer, S.299.
30　FAF “Geschichte der FAF”(http://www.faf-gmbh.de　2013 年 8 月 30 日検索 )
31　FAFgGmbH (2002) Abschlussbericht zum Modellprojekt des BMA  TeilB. S.B92.
32　連邦の関連機関、州の関連機関、その他の地方公共団体及び地方公共団体連合、その他の
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54　BIH の報告書によると、2010 年の失業者全体が 3,238,421 人で、2011 年が 2,975,823 人と
減少している。失業率も 7.7％から 7.1％に下がっている。しかし、失業者のうちの重度障
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63　BIH の統計によると、NRWのインテグレーションプロジェクトの数は 202、従業員数は
5,244 人、重度障害者数は 2,477 人である（BIH (2012) Jahresbericht 2011/2012. S.25.）。
64　Baur, F. (2012) Integrationsfirmen- Innovativer Ansatz zur Umsetzung der UN-Konvention., S.14-15.
65　bag-if (2013) Lahnsteiner Erklärung.
66　NPO人材開発機構（2011）厚生労働省・平成 22 年度障害者総合福祉推進事業 新しい障害
者の就業のあり方としてのソーシャルファームについての研究調査，p. １．
67　NPO人材開発機構（2011）厚生労働省・平成 22 年度障害者総合福祉推進事業 新しい障害
者の就業のあり方としてのソーシャルファームについての研究調査，pp.25-26．
68　実際に bag-if に参加している中には、インテグレーションプロジェクトとして法的に認可
されていない（統合局の認可に至っていない）会社もある。したがって、統合会社とソー
シャルファームとインテグレーションプロジェクトが完全に一致しているとは言えない部
分もある。
